
様式第9号（第8条関係）

Ⅰ 基本情報

〒 - － － － －

Ⅱ 事業

社会福
祉事業

社会福祉法人現況報告書

氏名

横山　文夫

島新町4-32

所轄庁

法人名

ホームペー
ジアドレス

平成24年4月1日

市

公表/非公表

種類

メール
アドレス

いぶき福祉会

第
二
種

第
一
種

第
二
種

第
一
種

http://www.ibuki-komado.com/

代表者

第
二
種

第
一
種

公表

障害児通所支援事業（放課後等デイサービス）

第
一
種
第
二
種

障
害
者
福
祉

老
人
福
祉

児
童
福
祉

そ
の
他

公表
公表

障害福祉サービス事業（就労継続支援Ａ型）

20
障害福祉サービス事業（生活介護）

いぶき

ヘルパーステーションねこのて

障害福祉サービス事業（生活介護）

障害福祉サービス事業（短期入所）
障害福祉サービス事業（共同生活援助）

第二いぶきＢ障害児通所支援事業（児童発達支援・放課後等デイサービス）

障害福祉サービス事業（共同生活援助）

いぶき

20平成27年4月1日

鷺山1208-4･島新町4-2

平成25年4月1日近島3-1-1 洋伸ビル2,3階

島新町4-35
公表

公表

第二いぶき

東島4-6-13･島新町4-35

公表 島新町5-9

きざはし
いぶきゆめひろ共同作業所

いぶき

公表

公表

公表

19

8

平成23年4月1日

2

平成22年4月1日

島新町5-9
公表

公表
島新町5-9
島新町5-9

公表

出屋敷430-1

出屋敷493

パストラルいぶき

平成19年4月1日公表

しま・ホーム

サテライトいぶき

パストラルいぶき

第二いぶきＢ

平成22年4月1日

平成18年10月1日 10

平成22年4月1日

平成22年3月1日

10

平成18年10月1日

出屋敷493

障害福祉サービス事業（生活介護）

さぎやま・ホーム

平成23年4月1日

平成24年4月1日

40

20

平成26年4月1日 20

出屋敷430-1

島新町4-24

18

平成22年4月1日

障害福祉サービス事業（居宅介護）

出屋敷493

公表/
非公表

ＦＡＸ
番号

職業

平成6年7月8日

主たる事務
所の所在地

年齢

所在地

就任年月日

232

施設名・事業所名

公表/非公表

平成6年6月29日

9140058233058

平成6年7月8日

実施形態
全ての事業が同
一施設（敷地）

で実施

各分野の事業が
同一施設（敷
地）で実施

502

事業開始
年月日

岐阜県岐阜市島新町5番9号

ibuki@alto.ocn.ne.jp

0907

66 非公表

年4月1日現在

定
員

弁護士

住所

平成27

電話
番号

7445

設立登記
年月日

設立認可
年月日

障害福祉サービス事業（生活介護）

障害児相談支援事業

公表

公表

障害福祉サービス事業（生活介護）

公表
障害福祉サービス事業（共同生活援助）

いぶき特定相談支援事業



）

1　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル
2　駐車場の経営
3　公共的施設内の売店等の経営

）

1　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免
2　地域の単身高齢者等を対象とした見守り、配食サービス等の実施
3　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施
4　災害時における各種支援活動の実施
5　貧困、生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
6　他法人との連携による人材育成事業

）

事業開始年月日公益
事業

8　ボランティアの育成に関する事業

10　社会福祉に関する調査研究等

7　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集、整理及び提供に関する事業

12　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、
居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設及び地域支援事業を市町村から受託する事業

事業開始年月日 事業規模（定員）

14　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、

事業開始年月日

その他
の事業

収益
事業

種類（番号を記載）

11　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

施設名・事業所名

7  その他(

4

種類（番号を記載）

1　必要な者に対し、相談、情報提供・助言及び行政、福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

事業規模（定員）所在地

15　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

9　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、保育士、コミュニ

13　有料老人ホーム

3　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

2　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調

溝口中95-1

食堂等を経営する事業

6　子育て支援に関する事業

施設名・事業所名 所在地

土地賃貸業

種類（番号を記載）

施設名・事業所名

16　その他(

ケーション支援者等の養成事業等）

整等を支援する事業

4　日常生活を営むことに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業

事業規模（定員）
平成22年8月27日

5　入所施設からの退院・退所を支援する事業

所在地

4　その他(



Ⅲ 組織

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

○

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う

者

その
他

会社等
の監査
役、経
理責任
者等

1○

H28.7.7

H28.7.7

公認
会計
士、
税理
士

財務諸表等を
監査し得る者

理事 保護者前川　寧士

○

監事

H28.7.7理事

早野　幸広

任期

定員

職業

現員

H26 .7.8

弁護
士

H28.7.7 ○ 8

○

団体役員 ○佐藤　進 H26.7.8

理事
報酬
・職
員給
与と
もに
支給

定員

他の
社会
福祉
法人
の役
員

H26.7.8

団体職員

○○

H28.7.7

理事

H28.7.7

H28.7.7

大学教授

理事

北川　雄史

理事

団体役員

税理士

林　守男

○

H26.7.8

○

H28.7.7

7

3

○

○

7

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う

者

9

7

理事報酬（職員と兼務
の場合は支給方法）

理事
報酬
のみ
支給

理事

6

H26.7.8 ○

いぶき所長

氏名

神谷　慎一

弁護士横山　文夫 ○

0

○

7

8

○

理事
会へ
の出
席回
数

その
他

H26.7.8

監事
報酬

H28.7.7

支
給
あ
り

社会
福祉
事業
の学
識経
験者

その
他

地域
の福
祉関
係者

資格

○

○

2

氏名 支
給
な
し

○

その
他

9

職業

資格

H28.7.7 ○

○

任期 支
給
な
し

職員
給与
のみ
支給

親族等特殊関係者
の有無

施設
長

社会
福祉
事業
の学
識経
験者

親族

地域
の福
祉関
係者

理
事
会
へ
の
出
席
回
数

1

○

役職

当法人事務局

弁護士

現員

H28.7.7

理事 井川　俊二 保護者 H26.7.8

理事長

理事 森山　寿

H26.7.8

H26.7.8

理事

H26.7.8

2

H26.7.8別府　哲

大橋　泰子



～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

資格

その
他

地域
の代
表者

利用
者の
家族
の代
表

○

理
事
と
の
兼
務

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う

者

評議
員会
への
出席
回数

社会
福祉
事業
の学
識経
験者

2

職
員
と
の
兼
務

地域
の福
祉関
係者

○ ○
○

3

1

理事
の親
族 施設

長

2

○

○
○

○

H29.3.31

○
○

○

2

○

2
○

H29.3.31
H29.3.31

○

2

○

2

○
○

○

H29.3.31

3

0
○

○

2

3○

H27.4.1
H29.3.31

H29.3.31

H27.4.1

その
他

他の
社会
福祉
法人
の役
員

任期

○

団体役員

森　洋三
林　守男

法人事務局

白木　一夫

H27.4.1

6

校長
団体役員

森山　寿

H27.4.1

団体職員

○

いぶき所長

弁護士

横山　文夫

保護者

職業

3大西　啓勝

3
○

H27.4.1

H29.3.31

土井正則

換算数

いぶき

換算数

平成22年4月1日
法令等に定める資格の有無就任年月日

団体役員
H27.4.1

H29.3.31

H29.3.31

施設

法人
本部

施設長

職員

評議員

H29.3.31

地区民生委員

団体役員

団体役員

保護者

保護者

H29.3.31

H27.4.1

今井小夜子

野々村　照美

纐纈　栄司
森　洋三

藤垣　寿通 税理士

H29.3.31

3
H27.4.1

H27.4.1

H27.4.1

H27.4.1

H29.3.31
○

親族

親族等特殊関係者
の有無

H29.3.31

H27.4.1

H27.4.1

H29.3.31

高橋　秀典

山田　明美

H27.4.1
第二いぶき所長

H27.4.1

氏名

H27.4.1
大須賀志津香

常勤専従 非常勤

49.8046 80

有平成27年4月1日
有

○

H29.3.31

3

○

H27.4.1

H29.3.31

1919

弁護士

H27.4.1
H29.3.31

常勤兼務

H29.3.31

○

○

井川　俊二

施設名

第二いぶき

0

和田　玲子

いぶき事業部長

林　守男
北川　雄史

１

神谷　慎一

竹中　隆晟

H27.4.1
団体役員

0.7

氏名

現員定員



(二)事業変更及び廃止に関する定款変更（案）

(二)事業変更及び廃止に関する定款変更（案）

決議事項

(一)第1次補正予算（案）

(二)2014年度補正予算・2015年度事業計画及び予算（案）

(二)理事改選承認（案）
(一)第1次補正予算（案）

特になし

(一)任期満了に伴う評議員の改選（案）

有
監事
監査

無

監査年月日

(一)任期満了に伴う評議員の改選（案）

無理事会

評議員
会

7名

8名 0

6名
(二)2015年度事業計画・予算（案）

平成27年3月19日

早野　幸広

0

大橋　泰子平成26年5月27日

無
平成27年1月29日 7名

平成26年8月25日

平成26年10月30日

平成26年12月17日

平成27年2月19日

出席者数開催年月日

6名

有
書面出席者数 監事出席の有無

無

無
0

特になし

平成26年10月30日

監査報告の有無 指摘事項 改善事項

開催年月日

(二)2014年度補正予算・2015年度事業計画及び予算（案）

平成26年5月29日

13名

監事出席の有無

平成27年2月19日

無

0

0

12名

(一)評議員定期改選（案）

(四)パストラルいぶきスプリンクラー設備整備事業（案）

決議事項

(三)ワゴン車廃車に伴う代替車購入

無 (一)しま・ホーム移転に関する不動産改修と将来計画（案）

(一)2013年度事業報告及び決算（案）

(二)収益事業の廃止（案）

(三)グループホーム整備の為の土地及び中古住宅取得

無

(一)理事改選に伴う理事長及び理事長代行者の選任

(二)理事改選承認（案）

6名

0

6名

(一)パストラルスプリンクラー入札指名業者（案）

(一)任期満了に伴う評議員の改選（案）

平成26年5月29日

平成26年7月8日

監査者

0

0

(一)2013年度事業報告及び決算（案）16名

無

無

8名

出席者数



Ⅳ 資産管理

所轄庁
の承認
の有無

償還期限

16,714

258.36㎡

273.27㎡ 48,065

2,021

2,490

公
益
事
業
用
財
産

収
益
事
業
用
財
産

土
地

土
地

建
物

建
物

不動産
の所有
状況

基
本
財
産

運
用
財
産

建
物

土
地

建
物

島新町5-12

出屋敷493

土
地

出屋敷434の1 258.36㎡

出屋敷430-1

出屋敷434の2

東島4丁目6番13

出屋敷492 631.63㎡

174.45㎡

溝口中95-1 535㎡

50,000

評価額
（千円）

167㎡

平成38年4月10日

619.30㎡

79,723626.09㎡

1067㎡

（独）福祉医療機構

81,258

借入額
（千円）

借入先

44,202

320.4㎡

44,620

17,622

提供年月日

平成23年4月15日 無

東島4丁目6番13

出屋敷492

1418㎡

面積所在地

5,527

担保提供の状況

関市千疋字牛ヶ洞1346-2

106,957

出屋敷493

　　　 平成27年3月31日現在

30,391



Ⅴ その他 　　　　年4月1日現在

インター
ネット

前々年度の財務諸表

役員名簿
インター
ネット

○

資金収支
計算書

法人HP

新聞

新聞

○

情
報
公
開

関係団体HP

広報誌

定款

貸借対照表

法人HP 法人HP

法人HP

年度年度
費用（千円）

関係団体HP

公表時期
（予定）

準拠してい
る会計基準

第三者評価

指摘事項

その他

外
部
監
査

公認
会計士

監査法人

税理士

資金収支計算書
事業活動計算書

(事業活動収支計算書)

年度

7～9月 公表予定あり

費用（千円）

法人HP

法人HP

公表予定なし

年度

7～9月

公表予定なし

費用（千円）

事業計画書評議員名簿
平成27

法人HP

事業報告書

法人HP

前年度の財務諸表

貸借対照表

財産目録

公表していない法人HP

6月まで 6月まで

公表時期（予定)

法人HP

公表方法（予定)
公表時期
（予定）

公表方法
（予定）

公表していない

7～9月

年度
費用（千円）

指定介護
老人福祉
施設等会
計処理等
取扱指導

指針

訪問看護
会計・経
理準則

介護老人
保健施設
会計・経
理準則

第三者評価結果

公表していない

 苦情処理結果 役員報酬規程

6月まで

公表予定あり

受審施設・事業所名

経理規程
準則

病院会計
準則

企業会計
基準

就労会計
基準

その他

費用（千円） 費用（千円）
年度 年度

○

　　　 平成27年3月31日現在

授産会計
基準

社会福祉
法人新会
計基準

○

社会福祉
法人旧会
計基準

広報誌

年度
費用（千円） 費用（千円）

公表予定なし

公表予定あり

公表方法
（予定）

事業活動計算
書(事業活動
収支計算書)

○



1.法人単位の資金収支の状況 2.法人単位の事業活動の状況 3.法人単位の資産等の状況

(1)サービス活動増減差額 (1)資産の部
①事業活動収入 ①サービス活動収益 ①流動資産

・介護報酬等の公費（※） ②サービス活動費用 ②固定資産
・利用者負担金（※） (2)負債の部
・その他収入 ①流動負債

②事業活動支出 ②固定負債
・人件費支出 (3)純資産の部
・事業費支出 (2)サービス活動外増減差額 減価償却累計額
・利用者負担軽減額 ①サービス活動外収益
・その他支出 ②サービス活動外費用

(3)特別増減差額
①施設整備等収入 ①特別収益

・施設整備補助金等の公費 ②特別費用
・その他収入 当期活動増減差額

②施設整備等支出 前期繰越活動増減差額
当期末繰越活動増減差額

①その他の活動収入 基本金取崩額
②その他の活動支出 その他の積立金取崩額

当期末資金収支差額 その他の積立金積立額
前期末支払資金残高 次期繰越活動増減差額
当期末支払資金残高

4.積立金の状況

項目項目

国庫補助金等特別積立金取崩
額

減価償却費

(1)事業活動資金収支差額

(※）端数処理の関係で合計が一致しない
こともあり得る。
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金額
(千円)

項目
金額

(千円)
金額

(千円)

(2)施設整備等資金収支差額

その他サービス活動費用

1,150

人件費充当

(※）医療事業収入分を除く。(社会福祉法
人新会計基準の勘定科目上、算出できない
ため。）

34,300人件費積立金

整備事由

積立計
画の有

無

積立目標額
（千円）

利用者工賃充当 19,540

本年度末時
点の積立金
額（千円）

(※）端数処理の関係で合計が一致しないこと
もあり得る。

施設整備の場合

整備対象施設名整備時期

器具什器、器具・備品等充当
0

建設積立金 施設整備、設備整備費充当
工賃平均積立金

(3)その他の活動資金収支差額

貸借対照表上の
積立金の
勘定科目

積立目的

(※）端数処理の関係で合計が一致しないこ
ともあり得る。

グループホームなど未定

修繕費充当修繕積立金
備品等購入積立金

52,174 新築



5.関連当事者との取引の内容

6.地域の福祉ニーズへの対応状況

7 その他 （ ）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

法人等の名称 住所

特になし

種類
資産総
額（千
円）

期末残
高（千
円）

取引の内容
取引金
額（千
円）

科目
関係内容

役員等の
兼務等

事業上の
関係

3 地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施

1 介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免

事業開始年度実施の有無

4 災害時における各種支援活動の実施

2 地域の単身高齢者等を対象とした見守り、配食サービス等の実施
○

本年度支出
額（千円）

事業概要

平成23年度 －

(注）「本年度支出額」については、当該事業に対する費用として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は、
「－」を記載している。

5 貧困、生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
6 他法人との連携による人材育成事業


